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１ 在宅医療・介護連携の必要性について 
 

(1) 地域包括ケアシステムの構築がますます重要に 
○  2025年に向け高齢化がさらに進展することが予想されている。 

    2012年 8月  2025年 

65歳以上の高齢者  3,058万人 → 3,657万人 

75歳以上の後期高齢者  1,511万人   → 2,179万人 

 

○  独居の高齢者世帯や高齢者のみの世帯が増加し、さらに首都圏をはじめとする都市部 

  において急速に後期高齢者人口が増えることが予測されている。 

○  そのような中、多くの国民が自宅等住み慣れた環境での療養を望んでいることから、 

  できる限り住み慣れた地域で安心して自分らしい生活を実現できる社会を目指す必要 

  がある。 

そのためには、介護、医療、住まい、生活支援、予防が一体的に提供される地域包括 

  ケアシステムを構築することがますます重要となる。 

 

 

 

 

 

(2) 在宅医療は地域包括ケアシステムの不可欠の要素 
 

○  医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者を地域で支えていくためには、居宅等に   

おいて提供される訪問診療等の医療（在宅医療）の提供が、地域包括ケアシステムの不 

  可欠の構成要素となる。 

○  今後 2025年までに団塊の世代が 75歳以上となり、地域において疾病や要介護状態に 

  ある高齢者数が大きく増加することは避けられない状況である。このような中で、在宅 

  医療の提供を含む包括ケアシステムを日常生活圏域の中でこれまでの生活との継続性   

をもって実現するためには、各々のかかりつけ医がその力を在宅医療の分野で十分に発 

  揮することが重要であり、多くのかかりつけ医の参画を得られるよう、市町村が地域医 

  師会等と協働することにより、面的な提供体制を整えることを目標とする。 

○  また、従来の在宅医療連携拠点事業の主体をはじめ、それぞれの地域で従前から在宅 

  医療に取り組んでいる医療機関等の豊富な経験は、各地域における事業展開にとって大 

  変貴重であるので、これらの医療機関等の協力を得られるような体制を考慮することが 

望ましい。 

「市町村が中心となって介護、医療、住まい、生活支援、予防にわたる支援が包括的

に提供される地域包括ケアシステムの構築を進める」 

「経済財政運営と改革の基本方針」(平成 25年 6月) 



 

2 

 

○  在宅医療は、医師に加え、歯科医師、薬剤師、看護師、リハビリ関係職種等多くの職 

種によって提供される。これに介護関係職種を加えた多職種による真に包括的なケアの 

ための協働・連携の体制を整えることが必要である。 

 

○  市町村は、このようなシステムの扇の要として、積極的にその役割を果たしていくこ 

  とが期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  なお、政府においては、社会保障制度改革国民会議の報告書等をうけて、在宅医療・ 

  介護の連携が市町村の介護保険法における地域支援事業の中に位置づけられるよう、あ 

  るいは医療計画の中で市町村の在宅医療に向けた取組みを反映させるための制度改   

革の検討が進められている。 

   今後は、この改革の動向にも十分留意をしながら、事業を進めていく必要がある。 

 

 

(3) まずは、自らの市町村で課題の確認を 
 

◯ 事業の開始に当たっては、上記の事項が自らの市町村で具体的にどのような現状にあり、 

何が課題となっているのかを担当者が確認することがその第 1歩となる。 

  例えば、市町村の年齢別人口や死亡数等は今後どのように推移するのか、在宅医療に携 

 わる医師、看護師等は充足している状況か、医療と介護の連携は十分図られているか、在 

 宅医療について医療介護関係者そして何より住民の十分な理解は得られているかなどの  

基本的事項について、統計の活用や現場からの聞き取りなど多様な手法で確認しておくこ 

 とが重要である。 

  このことは、その後の市町村内の調整や、関係団体に協力を求める際にも有益である。 

{３－Ａ（会議の開催）の項参照} 

「地域包括ケアシステムは、介護保険制度の枠内では完結しない。例えば、介護ニー

ズと医療ニーズを併せ持つ高齢者を地域で確実に支えていくためには、訪問診療、訪

問口腔ケア、訪問看護、訪問リハビリテーション、訪問薬剤指導などの在宅医療が、

不可欠である。」 

「これまで取り組んできた在宅医療連携拠点事業について、地域包括推進事業として

制度化し、地域包括支援センターや委託を受けた地域医師会等が業務を実施すること

とすべきである。」 

「地域包括ケアシステムの確立は医療・介護サービスの一体改革によって実現すると

いう認識が基本となる。」 

社会保障制度改革国民会議報告書(平成 25年 8月) 


